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研究成果の概要（和文）：本研究では今後空港運営における戦略性を向上させるための支援情報を得るために，(i)航
空需要の構造分析によるOD交通量推計手法，(ii)ネットワーク競争に基づく政策評価手法，(iii)効果的空港運営手法
立案のための方法論，(iv)空港整備の地域経済への波及効果を計測する手法，の4つの手法ならびに方法論を開発した
．具体的には，アジアにおける航空政策の整理，ならびに複数空港の管理運営方法に関する方法論の提案を行うととも
に，規制緩和やLCCなどの参入による市場へのインパクトの計測手法の提案及び実証分析，規制緩和による空港ヒエラ
ルキー変化と空港整備の地域経済へのインパクト計測を行った．

研究成果の概要（英文）：This research project develops some methodologies for obtaining directions for 
strategic airport management. We propose (i) an OD traffic demand forecasting method by the demand 
structure analysis, (ii) a policy evaluation method considering network competitions, (iii) a methodology 
for proposing effective airport management schemes, (iv) a method of evaluating an impact of airport 
developments on a regional economy. In particular, we take an overview of the aviation policies in Asia 
and propose a theory for providing a rational management scheme of multiple airport system. On the other 
hand, we forecast the impact of such as the deregulation and the new entrance of LCC dealing with the 
Asia-based international passengers and the cargo transport markets and estimate the influence of the 
deregulation on the change within the airport hierarchy and the influence of the airport development on 
the regional economy.

研究分野： 国土計画
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１．研究開始当初の背景 
(1) 2011 年時点において，わが国の貿易は輸
入・輸出ともに対アジアが全体の 60%以上を
占めるに至り，アジア諸国との関係について
戦略的に検討する必要性が大幅に増したと
いえる．  
(2)アジア域内における自由化政策は，
ASEAN は首都間の交通の自由化など，先導
的な役割を果たしている．ASEAN ではカボ
タージュ権は依然として開放されてはいな
いものの，低費用航空会社（いわゆる LCC）
が国際線，国内線ともに多数参入し，航空輸
送市場そのものが活気を帯びてきていた． 
(3) このように規制緩和・自由化の進展は空
港間のヒエラルキー（グローバル・ハブ，ロ
ーカル・ハブ，ゲートウェイ，スポークなど
としての位置づけ）にも変化をもたらしてい
る．ヒエラルキーの変化は，空港の収益性に
直接影響する．わが国でも，周辺国の主要空
港が持つ国際競争力と対抗しうる施設整備
ならびに施策実施の必要性は以前から指摘
されており，対策も既にいくつかは実行され
てはいる．しかし，今後さらに進展すると考
えられる規制緩和・自由化の効果やその対策
の有効性について定量的な分析に基づいた
議論がなされていることは依然として少な
い状況にあった． 
 
２．研究の目的 
本研究ではアジア発着国際貨客輸送市場を
対象とした需要推計方法の開発，空港間の位
置づけ（ヒエラルキー）の把握，さらには複
数空港の合理的な管理運営方法の３つの遂
行を研究目標とする．そして，空港運営戦略
立案に資する評価指標を提供可能にする詳
細な出力を持つ需要推計手法を確立し，効果
的・効率的な空港運営戦略および航空政策提
案への支援情報を提供することを目的とす
る． 

 
３．研究の方法 
(1) 本研究ではまず平成 24 年度に国際航空
貨客輸送市場（政策評価のために一部国内輸
送を含む）を対象として，①時系列分析に基
づく貨客流動特性の分析，②bi-level 型国際
航空貨客輸送市場モデルの改良を行った． 
(2) 平成 25 年度では，前年の分析の精緻化
に加え，①CGE 型地域経済モデルの構築，②
ASEAN を対象とした航空市場規制緩和の政策
について整理するとともに，政策シミュレー
ションを実行し，規制緩和の影響の計測を行
った．また③空港経営のための基礎理論であ
る空港管理について2面市場モデルを用いた
分析を行った．一方，bi-level モデルの精緻
化において高速鉄道の影響もう考慮した理
論モデルの構築を行った．また貨物輸送に関
する精緻な構造分析を行った． 
(3) 最終年度の 26 年度では政策シミュレー
ションのまとめとして①日本を含む東アジ
ア航空旅客輸送市場における規制緩和の影

響を bi-level モデルの拡張を基本として計
測し，政策の有効性を検討した．同時に②航
空貨物輸送における空港のヒエラルキーと
地域経済への影響を検討した． 
 
４．研究成果 
以下に本研究プロジェクトで得られた主

な研究成果を示す． 
 

(1) 需要構造分析手法ならびに政策評価の基
礎情報整理 

① 時系列分析による LCC 参入による影響把
握 
本研究は，国内線への LCC 参入によりもた

らされた旅客需要の変化，航空会社間の需要
競合への影響を実証的に分析する．本研究で
は，LCC 参入によって大きく航空需要が増加
し，かつ他の交通機関との競合がほぼ無く，
交通機関分担を捨象することによる影響が
小さいと考えられる，関西国際空港-新千歳
空港路線を対象に分析した．分析結果より，
最初の LCC である Peach の参入直後は，既存
エアライン（FSA）から LCC へとシフトした
需要は1万人に満たないものの，5月まで徐々
に FSA からのシフト増加が続き，第 2 の LCC
である Jetstar が参入後の 9月には最大量と
なる約 4万人の旅客が FSAから転換している．
この量はおおむね，LCC 参入前の FSA 利用需
要者の 20%から 30%の値であった．本分析に
より，オフピーク時期における旅客需要発掘
という，LCC 参入による正の効果があったこ
とが示された．（雑誌論文 2） 
 
② ASEAN における市場動向分析 
ASEAN では航空自由化政策が進められ，LCC

が急成長している．LCC とレガシーキャリア
は短距離路線を中心にASEAN域内で激しく競
争していることから，アジアの主要国際線を
運航するLCCとレガシーキャリアの最低往復
運賃を，インターネットによる 1ヶ月間に渡
る調査によってその内訳も含めた詳細を調
べた．その結果，競合する路線では，LCC だ
けでなくレガシーキャリアの航空運賃も低
廉なことを明らかにした（雑誌論文 12）． 
また ASEAN は 2015 年末までに航空市場を

統合し，単一航空市場を実現するためのロー
ドマップとアクションプランを提示してい
る．ただし，単一航空市場とは言うものの，
実際はすべての国際空港間を対象にした無
制限な第３，第４，第５の自由の実現を目標
としている．欧州とは異なり，第 7の自由で
ある三国間輸送と，第 8・第 9 の自由である
カボタージュには具体的に触れられておら
ず，ASEAN 域内のあらゆる地点間を自由に運
航できる単一市場ではない．そのため，自由
化によってもたらされる効果は限定的であ
ること，またインドネシアとフィリピンは
ASEAN 域内航空会社間の自由競争に抵抗があ
り，一部の協定に同意していないことを，文
献調査やインタビュー調査によって明らか



にした（雑誌論文 9）． 
こうした状況で，「合弁会社によるネット

ワーク拡張」がエアアジアや他の LCC によっ
て進められている．エアアジアは 2004 年に
タイとインドネシアで合弁会社を設立し、両
国の国内市場の運航を開始した。2012 年から
はフィリピンでも同様の運航を始めている．
これにより，マレーシアの航空会社であるに
もかかわらず，実質的に三国間輸送とカボタ
ージュを実現している．アジアのレガシーキ
ャリアはこのような経営戦略を取っておら
ず，LCC が外資規制撤廃にもつながる「合弁
会社モデル」を推進している.ここでは文献
調査に基づいてこうしたASEANの合弁会社の
実態を明らかにした（雑誌論文 4）． 
 
③ 航空貨物輸送需要と製品ライフサイク

ルとの関係性の把握 
本研究は財務省貿易統計から，1988 年から

の年毎(1月から12月)の各品目の航空化率を
算出することでその推移を見，さらに分析に
おいては，それらの集計データからなるマク
ロ経済学における輸出入関数と航空化率関
数を連立させて，同時方程式モデルを構築し，
統計的分析を行った．貢献としては，日本に
おける輸出入貨物の海運／空運比率の決定
因を実証的に明らかにし，さらに航空化率を
用いることで貿易論との融合を可能にした
点が挙げられる．特に，製品ライフサイクル
に 関 す る Vernon[1966][1979] ，
Klepper[1996]の研究を取り入れ，貨物価値
のピーク時の前後数年間で航空輸送と海上
輸送のいずれが統計的に有意に利用される
かというモデルを組み立てることで，航空輸
送と海上輸送の機関分担の変化を実証的に
検証した点は独創的な点であるといえる（雑
誌論文 7）． 
 

(2) ネットワーク分析モデルの構築と応用 
 
① 高速鉄道と航空輸送との共存の可能性

の検討 
本研究では航空輸送とHSRとの共存の可能

性を「航空会社と HSR との協調」すなわち経
営上の提携の可能性を数値解析的に検討し
た．既往研究で開発した bi-level モデルを
さらに拡張し，HSR もプレイヤーとして取り
扱うこととした．そして，国内線と国際線と
からなる簡単なネットワークを対象に，国内
線から一部航空会社が撤退する場合の影響
について検討した．ここでは(a)航空会社が
撤退するが，HSR とは提携しない場合，(b)
国内線から撤退するが HSR と提携する場合，
の 2つのシナリオについて検討した．その結
果，次のような結果を得た．①航空会社と HSR
の協調は国内市場でのサービスレベルの向
上には寄与しない．②国内市場において HSR
は圧倒的なシェアを持っているため，空港と
HSR の接続性がよい場合，HSR との協調は国
際線旅客のサーブスレベル向上に寄与する．

③収益性の点から考えると，航空会社は HSR
との協調により大きく収益を増やすが，HSR
の増分は大きくない．このため航空会社側に
はHSRとの協調を望むインセンティブは働く
ものの，HSR 側には働かない可能性が高い（雑
誌論文 3）． 
 
② 需要規模の違いによる HSR と空港とのア

クセス条件改善の効果に関する理論的検
討 
空港は通常HSRと比較して郊外に立地する

ため，中心地にターミナルを持つ HSR との接
続が悪い．このことが空港の競争力を阻害し
ている可能性がある．ここでは空港と HSR と
の接続性を改善することによる空港の競争
力向上をゲートウェイ機能の強化と他空港
選択（エアポートリーケージ）の緩和の 2点
によって見ることとした．その結果，次のこ
とがらがわかった．①HSR と空港の接続性強
化はHSRからの乗り継ぎ客を増加させる方向
に機能する．逆に航空のみの乗り継ぎ客は減
少する方向に機能する．接続性を改善された
空港のゲートウェイ機能は強化される．②エ
アポートリーケージの是正は前出①の傾向
にも明らかなように需要規模の格差が小さ
い場合には比較的軽微な接続性改善でも効
果は発現するが，格差が大きくなればその改
善効果の発現は大幅な改善を必要とする（雑
誌論文 1）． 
 

③ 空港と航空会社の垂直的協調の効果に関
する理論的検討 
本研究では複数の航空会社・空港の競争環

境を考慮した商業収入シェアによる協力関
係のモデル化を行った．航空会社と空港の協
力関係を分析した従来研究と比較して，本モ
デルは，協力する航空会社と空港のパートナ
ーの組み合わせがモデルの出力として内生
的に決定する点に新規性がある．2 段階ゲー
ム理論を用いており，第 1段階で空港が利潤
最大化に基づいて協力する航空会社を選択
し，第 2段階で航空会社が利潤最大化する運
賃と便数を決定する．そして，旅客の消費者
余剰と合わせた社会的厚生を最大化する協
力関係を均衡解として出力する．東南アジア
の 3空港と 3航空会社を事例として商業収入
シェアのインパクトを分析した結果，①空港
の航空系収入と商業収入の補完性による航
空会社と空港の総利潤増加の可能性，②支配
的航空会社の運賃低下による旅客の余剰の
増加，③各空港の支配的航空会社の利潤増加
と他の航空会社の利潤低下，④航空会社間の
競争を阻害する可能性，⑤空港に容量制約が
あると総利潤増加は限定的，という知見を得
た（雑誌論文 6）． 
 

④ ゲートウェイ空港の運営政策評価のため
の方法論 
本研究では，ゲートウェイ空港が直面する

市場構造を Rochet and Tirole (2003, 2006)



により提案された 2 面市場（two-sided 
market）理論に基づいて定式化した．その上
で，ゲートウェイ空港の航空会社に対する課
金政策の規範的分析を行った．さらに，定式
化したモデルを拡張し，内際乗り継ぎの利便
性向上政策がゲートウェイ機能の経済的価
値に及ぼす影響を評価した．その結果，国内
線と国際線の航空会社が異なる内際分離レ
ジームでは，課金の内際バランスが経済的帰
結に影響を及ぼす一方，内際統合レジームで
は，経済的帰結は課金の総額のみに依存する．
さらに，ゲートウェイ空港が航空会社に対し
て当該航空会社の就航路線数に依存しない
固定的料金を課すことができるとき，2 部料
金制の導入により，社会的厚生を改善できる
ことが示された． 
 
(3) モデルによる政策評価 
(2)までで開発された各種手法を組み合わ

せ，効率的な空港運営に資する政策立案を検
討するためのシミュレーションを行った． 
 

① CGE モデルによる空港整備の地域経済へ
の影響評価 

 
空港整備政策による地域経済への効果を

分析するためには，国際物流関連産業の即地
性を考慮する必要があるため，ここでは，開
放経済において国際物流関連産業の特性を
考慮した多地域応用一般均衡（多地域 CGE）
モデルの基本形を構築した．さらに，シミュ
レーション分析を通じて，空港都市と後背地
都市の相対的な規模関係の違いによって，空
港整備による国際輸送効率化が地域へもた
らす経済効果のパターンが変化しうるとい
う新たな知見を示した（雑誌論文 10）． 
 
② 空港間ヒエラルキー変化による航空貨

物需要ならびに地域経済への影響分析 
国内輸送ネットワークを対象として，多地

域応用一般均衡モデルを構築し，空港間ヒエ
ラルキーが確立されたことによる効果を推
計することを目的とする．シミュレーション
対象年は 2005 年とした．成果としては集積
を考慮した多地域応用一般均衡モデルを構
築し，①日本全国一律，②大規模空港立地地
域発着，における航空貨物運賃低下の影響推
計を行った．日本全国一律に運賃が低下する
場合には，広く多くの地域に効果が及び，日
本全体としても所得増の効果が生じる結果
となった．地域を限定した場合は，運賃低下
の恩恵を直接受ける地域においては効果が
あるものの，それ以外の地域ではマイナスの
影響が生じ，日本全体としてもマイナスの影
響が生じる結果となった．（雑誌論文 8） 
 

③ HSR と航空輸送の協調の可能性に関する
シミュレーション分析 

4(2) ①の結果をもとにわが国発着のネッ
トワークを対象に分析を行った．ここでは欧

米の発着地と長距離輸送の際に競合すると
考えられるソウルを対象に首都圏及び関西
圏発着需要に限定して，HSR との協調が旅客
の便益ならびに空港のゲートウェイ機能に
対する影響を与えるのか，シミュレーション
を通じて検討した．ここでは，アライアンス
ごとにHSRとの協調を行うというシナリオ分
析を行った．その結果，次のような結果を得
た．①相対的に運航費用の低くかつ国内線を
運航している航空会社が国内線を廃止して
HSR と提携する場合，羽田空港のゲートウェ
イとしての機能が向上する．②上記以外の組
み合わせでは，欧州方面の特定の市場に関し
てのゲートウェイ機能は向上するものの，効
果発現は限定的である（現在投稿中）． 
 

④ ASEAN 航空市場統合による影響 
(2)①②などで開発・応用された bi-level

モデルを用いて，LCC 市場が拡大中のフィリ
ピンのマニラ空港を対象に，複数の LCC が合
弁会社モデルによってマニラからASEAN主要
都市に路線展開するシナリオを設定し，頻度
や運賃に与えるインパクトを分析した．その
結果，①高需要路線では LCC は低運賃・高頻
度戦略をとる，②レガシーキャリアより需要
で優位に立つと LCC でも運賃を上げる，③路
線毎のLCC参入でネットワークの運賃が下が
ることもある，④LCC 参入によりレガシーキ
ャリアの総収益が下がる，という結果を得た．
この結果は，北米や欧州などの LCC が成熟し
た市場で既に見られる現象であり，モデルの
有効性を示すことができた（雑誌論文 4）． 
 
以上のように，需要の構造分析による OD

交通量推計手法，ネットワーク競争に基づく
政策評価手法，効果的空港運営手法立案のた
めの方法論，地域経済への波及効果を計測す
る手法，の 4つの手法ならびに方法論を開発
した．これらを組み合わせて用いることによ
り，さまざまな政策評価を行えるとともに，
空港経営の合理化のための支援情報を得る
ことができるようになった．本研究プロジェ
クトで得られた成果は 5.の業績リストに示
されるように，国内有名雑誌のみならず，特
に海外の著名なジャーナルならびに国際会
議で多くが発表されている．インパクトファ
クターの高いジャーナルも多いことから，海
外でも高い評価を得られていると考えてよ
い． 
今後は本研究成果を活かし，平成 27 年度

から実施される新規研究プロジェクト（科研
課題番号 15H04058）の実施に発展させていく
予定である． 
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